
証券コード：4239

株式会社ポラテクノ

2019年６月24日（月曜日）
午前11時（受付開始 午前10時）

新潟県上越市本町五丁目１番11号
アートホテル上越  ２階  桜

日時

場所

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役７名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件

■ 決議事項

招集ご通知
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(証券コード 4239)
2019年６月７日

株 主 各 位
新潟県上越市板倉区稲増字下川原192番地６

株 式 会 社 ポ ラ テ ク ノ
代表取締役社長 﨑 玉 克 彦

第28期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28期定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席お差し支えの場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対す
る賛否をご表示いただき、2019年６月21日（金曜日）午後４時35分までにご返送くださいま
すようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2019年６月24日（月曜日）午前11時
2. 場 所 新潟県上越市本町五丁目１番11号

アートホテル上越 ２階 桜
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第28期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第28期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
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4. その他株主総会招集に関する決定事項
　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名を代理人として、
その議決権を行使することができます。この場合、代理権を証明する書面のご提出が必要とな
りますのでご了承ください。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
○本通知の添付書類および株主総会参考書類について、修正事項が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（https://www.polatechno.co.jp）において、修正後の事
項を掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

(20182019
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果
　当連結会計年度における世界経済は、米国、欧州ともに緩やかな成長が続きましたが、中
国は昨夏以降、減速傾向となりました。
　日本経済は所得や雇用環境の改善が進む中、緩やかな回復が続きましたが、米国保護主義
政策による貿易摩擦が世界経済に与える影響や中国経済の減速等、外需の下振れリスクによ
る企業業績の悪化が懸念されます。

　このような環境の中、当社グループでは、グローバルかつ変化の大きい事業環境において
も、継続的に成長できる収益体質を実現すべく、新製品の開発、新規市場の拡大、コストダ
ウンを推進してまいりましたが、中国市場の減速の影響を大きく受け、業績は悪化しました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は209億３百万円（前年同期比1.4％減）となりまし
た。また、経常利益は24億70百万円（前年同期比10.5％減）、親会社株主に帰属する当期純
利益は20億18百万円（前年同期比0.9％減）となりました。

なお、2017年12月26日に行われたレイスペック Ltd.との企業結合について前連結会計年
度に暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定したため、前連結会計
年度との比較・分析にあたっては、暫定的な会計処理の確定による見直し後の金額を用いて
おります。
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セグメント別事業の概況
　【光学フィルム事業】
　売上高は96億40百万円（前年同期比11.1％減）となりました。

　産業用や車載用LCDパネル向けの染料系偏光フィルム及び楕円偏光フィルムの出荷は、中
国経済の減速や競合各社との販売競争激化等により減少しました。また、温度追従型楕円偏
光フィルム（TEP）においても、自動車部品の構成の変化により出荷が減少し、光学フィル
ム事業全体では売上高が減少しました。
　利益面につきましては、売上高の減少により、光学フィルム事業のセグメント利益は５億
48百万円（前年同期比56.1％減）でありました。

　【精密部品事業】
　売上高は112億63百万円（前年同期比8.7％増）となりました。

　基板フィルム貼合品及び無機偏光板ProFluxの出荷はほぼ前年並みとなりました。X線分析
装置部材は従来品が堅調に出荷を伸ばしたことに加え、レイスペック Ltd.の連結子会社化後
の売上が加わったことにより、精密部品事業全体では売上高が増加しました。
　利益面につきましては、売上高の増加により、精密部品事業のセグメント利益は17億36
百万円（前年同期比8.7％増）でありました。

（2）設備投資の状況
　当社グループにおいて当連結会計年度中に実施した設備投資の総額（計上額）は15億70
百万円（うち当社６億26百万円）であり、その内訳は光学フィルム事業４億60百万円、精
密部品事業９億80百万円、全社１億29百万円であります。

(3) 資金調達の状況
　該当事項はありません。
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（4）事業の譲渡及び譲受の状況
　該当事項はありません。

（5）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

（7）対処すべき課題
　当社グループは、光制御をビジネスドメインとして、「ニッチ」「高耐久」「差別化品」をキ
ーワードに、事業を展開しております。
　当社グループは、ますます速さを増す事業環境の変化に一歩先んじて対応することが重要
と考えます。この認識に基づき、以下の課題に取り組んでまいります。

・新製品開発
　親会社である日本化薬株式会社や、米国、オランダ、イギリスの子会社と連携して当社
のコア技術を基盤として差別化した新製品を開発し、新製品領域の拡大を図ります。また、
当社の技術を基にした提案を行うことで潜在需要を掘り起こし、車載用LCDパネル向けフ
ィルム・液晶プロジェクタ部材に次ぐ収益の柱となる新規事業の探索を引き続き推進いた
します。

・コストダウン
　内製化の推進や設備の自動化等による工程の見直しにより、一層の生産効率向上を図り
ます。また、当社グループ内各社間における生産体制の一体化をさらに進め、製品競争力
の強化を図ります。
・海外戦略
　生産・販売拠点間の連携を深め、経営の一体化を進めることにより、経営資源の有効活
用を図ります。また、グローバル企業として、国際化に対応した人材の育成に努めます。
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（8）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第25期
（2016年３月期）

第26期
（2017年３月期）

第27期
（2018年３月期）

第28期
（2019年３月期）

売 上 高 24,179百万円 20,867百万円 21,201百万円 20,903百万円

経 常 利 益 3,970百万円 2,877百万円 2,759百万円 2,470百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 2,818百万円 1,979百万円 2,036百万円 2,018百万円

１株当たり当期純利益 68.00円 47.76円 49.12円 48.69円

総 資 産 37,055百万円 38,684百万円 39,521百万円 40,941百万円

純 資 産 32,873百万円 34,044百万円 35,228百万円 36,818百万円

（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 期中平均発行済株式数は、自己株式数を控除しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第25期
（2016年３月期）

第26期
（2017年３月期）

第27期
（2018年３月期）

第28期
（2019年３月期）

売 上 高 17,323百万円 16,071百万円 16,474百万円 15,498百万円

経 常 利 益 2,723百万円 1,550百万円 2,435百万円 1,828百万円

当 期 純 利 益 2,029百万円 1,239百万円 1,963百万円 1,555百万円

１株当たり当期純利益 48.95円 29.90円 47.37円 37.53円

総 資 産 29,599百万円 31,165百万円 32,055百万円 32,612百万円

純 資 産 26,228百万円 26,846百万円 28,188百万円 29,122百万円

（注）1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 期中平均発行済株式数は、自己株式数を控除しております。
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（9）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　当社の親会社は東京証券取引所一部上場の日本化薬株式会社であります。期末日現在、
同社は当社の株式の66.45％を保有しております。同社の主要な事業は、機能化学品、医
薬品及び自動車用安全部品等の製造・販売であり、当社は同社に基礎研究を委託し、原材
料を購入しております。また、同社より出向者を15名受け入れております。

② 重要な子会社の状況
名 称 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

デ ジ マ テ ッ ク B. V. 500千ユーロ 100.00％ 資産管理会社

デ ジ マ オ プ テ ィ カ ル
フ ィ ル ム ズ B. V. 20千ユーロ 100.00％ 位相差フィルムの製造・販売

無錫宝来光学科技有限公司 5,900千米ドル 100.00％ 偏光フィルム及び液晶プロジェク
タ部材の製造・販売

モ ク ス テ ッ ク ,Inc. 26千米ドル 98.32％ 無機偏光板及びX線分析装置部材
の製造・販売

ポラテクノ（香港）Co.,Ltd. 3,000千香港ドル 100.00％ 偏光フィルム及び液晶プロジェク
タ部材の販売

レ イ ス ペ ッ ク Ltd. 1千英ポンド 100.00％ X線分析装置部材の製造・販売

（注） デジマ オプティカル フィルムズB.V.は、デジマ テックB.V.による間接所有であります。

（10）主要な事業内容
事 業 主 要 製 品

光 学 フ ィ ル ム 事 業 偏光フィルム、位相差フィルム

精 密 部 品 事 業 基板フィルム貼合品、無機偏光板、X線分析装置部材

宝印刷株式会社 2019年05月31日 18時47分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 8 ―

（11）主要な営業所及び工場
名 称 所 在 地

株 式 会 社 ポ ラ テ ク ノ
本 社 新潟県上越市
新 潟 工 場 新潟県上越市
東京事務所 東京都千代田区

デ ジ マ テ ッ ク B . V . 本 社 オランダ アーネム市
デ ジ マ オ プ テ ィ カ ル
フ ィ ル ム ズ B . V . 本 社 オランダ アーネム市

無 錫 宝 来 光 学 科 技 有 限 公 司 本 社 中華人民共和国 江蘇省
モ ク ス テ ッ ク , I n c . 本 社 アメリカ合衆国 ユタ州
ポ ラ テ ク ノ （香 港）Co.,Ltd. 本 社 中華人民共和国 香港特別行政区
レ イ ス ペ ッ ク Ltd. 本 社 イギリス バッキンガム州

（12）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

877名 16名

（注）1. 従業員数は就業人員であります。
2. 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

② 当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減数 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 266名 8名 39.9歳 12.5年

女 性 100名 △4名 42.1歳 17.1年

合計又は平均 366名 4名 40.5歳 13.7年

（注） 従業員数には出向受者を含み、出向者及びパートタイマー等を含んでおりません。

（13）主要な借入先及び借入額
　該当事項はありません。
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（14）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2019年４月１日付けで100％子会社である株式会社ピクトリープを設立いたし
ました。
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２．会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 165,800,000株

（2）発行済株式の総数 41,450,000株（自己株式115株を含む。）
（3）当該事業年度末の株主数 2,340名（前期末比185名増）
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

日 本 化 薬 株 式 会 社 27,544,000 66.45

株 式 会 社 有 沢 製 作 所 9,280,000 22.38

N P B N - S H O K O R O L I M I T E D 1,649,300 3.97

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 894,800 2.15

バンク オブ ニユーヨーク ジーシーエム クライアント アカウント ジエイピーアールデイ アイエスジー エフイー－エイシー 111,000 0.26

ノムラピービーノミニーズ ティーケーワンリミテッド 37,200 0.08

中 山 博 35,400 0.08

二 反 田 静 太 郎 32,600 0.07

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 30,600 0.07

藤 田 貴 光 30,000 0.07

（注）1. 「持株比率」は自己株式（115株）を控除して計算しております。
2. 「持株比率」のパーセントは小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況
　該当事項はありません。

（2）当事業年度中に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。

宝印刷株式会社 2019年05月31日 18時47分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 12 ―

４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 﨑 玉 克 彦
最高経営責任者(CEO)
モクステック,Inc.取締役、ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.董事
無錫宝来光学科技有限公司董事長、レイスペックLtd.取締役

取 締 役 白 砂 直 典 常務執行役員、管理本部長、経営企画部分掌
デジマ テックB.V.監督委員

取 締 役 渡 邊 耕 一 執行役員、生産技術本部長、生産技術本部品質保証部長
モクステック,Inc.取締役

取 締 役 渋 谷 朋 夫 日本化薬株式会社取締役常務執行役員グループ経理本部長兼経理部長

取 締 役 高 島 幸 男 株式会社有沢製作所顧問

常 勤 監 査 役 弘 津 克 巳

監 査 役 長 田 啓 子 長田会計事務所所長

監 査 役 井 上 佳 美 日本化薬株式会社執行役員機能化学品事業本部企画部長

監 査 役 太 田 耕 治 株式会社有沢製作所常勤監査役

（注）1. 監査役弘津克巳氏は、2018年６月22日開催の第27期定時株主総会において新たに選任され、就任
いたしました。

2. 2018年６月22日開催の第27期定時株主総会終結の時をもって、森田博美氏は任期満了により取締
役を退任されました。

3. 2018年６月22日開催の第27期定時株主総会終結の時をもって、大山高明氏は任期満了により監査
役を退任されました。

4. 取締役高島幸男氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
5. 監査役長田啓子氏及び太田耕治氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
6. 監査役長田啓子氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

7. 監査役長田啓子氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
１）取締役（業務執行取締役等である者を除く）との責任限定契約の概要
当社定款においては、取締役（業務執行取締役等である者を除く）の会社法第423条

第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重過失がなかったときは一定
の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めており、当該規定に基づき非業務
執行取締役渋谷朋夫氏および高島幸男氏と責任限定契約を締結しております。
２）監査役との責任限定契約の概要
当社定款においては、監査役の会社法第423条第１項の責任について、その職務を行
うにつき善意でかつ重過失がなかったときは一定の限度を設ける契約を締結することが
できる旨を定めており、監査役弘津克巳氏、長田啓子氏、井上佳美氏および太田耕治氏
と責任限定契約を締結しております。

（3）取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 ６名 75百万円（うち社外取締役１名 １百万円）
監査役 ５名 18百万円（うち社外監査役２名 ４百万円）
（注）1. 上記の取締役の報酬等の総額には、当期中に役員賞与引当金として費用処理した31百万円を

含んでおります。
2. 上記のほか、職務遂行上の対価である財産上の利益の額として次の支払があります。
（1） 使用人兼務取締役の使用人給与相当額１名 10百万円
（2） 役員社宅の提供 取締役３名 ０百万円
　 監査役１名 ０百万円
3. 取締役の報酬限度額は、2007年６月26日開催の第16期定時株主総会において、年額３億円
以内と決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、2012年６月22日開催の第21期定時株主総会において、年額30百万
円以内と決議いただいております。
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（4）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の兼任状況
　該当事項はありません。

② 他の法人等の社外役員の兼任状況
　該当事項はありません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

④ 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 高 島 幸 男
　
当事業年度開催の取締役会12回中11回に出席し、主に経営的見地から、議
案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

社外監査役 長 田 啓 子
　
当事業年度開催の取締役会12回中12回、また監査役会13回中13回に出席
し、税理士としての専門的見地から、議案・審議等につき必要な発言を適
宜行っております。

社外監査役 太 田 耕 治
　
当事業年度開催の取締役会12回中12回、また監査役会13回中13回に出席
し、主に経営的見地から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行ってお
ります。

⑤ 当社の親会社又は当社の親会社の子会社から当事業年度において役員として受けた報酬
等の総額
　該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称
　EY新日本有限責任監査法人

（2）責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会計監査人との間で会社法第427条第１項の契約を締結することが
できる旨を定めております。当該定款に基づき当社が会計監査人と締結した責任限定契約の
内容の概要は次のとおりであります。
　会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うに
つき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額を限度として損害賠償責任を負担する。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社の事業年度に係る会計監査人の報酬額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務に係る報酬等の額
31百万円

② 当社及び当社連結子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額
31百万円

（注）1. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬額を明確に区別することができないため、上記の金額には合計額を記載しておりま
す。

2. 監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けた上で会
計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について確認
し、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しており
ます。

③ 重要な連結子会社の計算関係書類の監査を行う者に関する事項
　当社の重要な連結子会社であるデジマ テックB.V.、デジマ オプティカル フィルムズ
B.V.、無錫宝来光学科技有限公司、モクステック,Inc.、ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.及びレ
イスペック Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。
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（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている解任事由に該当する
状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき監査役
会が、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告します。
　なお、上記による他、監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案
の内容を決定します。
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６．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい
て取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。
①当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
1）取締役の職務に係る情報の保管及び管理については、文書等の作成、保存及び廃棄
等に関する社内規定または法令に従う。

2）取締役の職務の執行に係る文書等について、取締役および監査役は必要に応じ閲覧
できる。

②当社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
1）リスク管理委員会を設置する。
2）リスク管理委員会は、リスク管理・責任に関する規定及びリスクカテゴリー毎の責
任部署を定め、全社的なリスクを総括的に管理し、リスク管理体制の構築及び運営
を行う。また、新たに発生したリスクについては、速やかに責任部署を定める。

3）内部監査室はリスク管理に関する監査を行う。
③当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1）事業計画を策定し、達成すべき目標を明確化するとともに、取締役会を毎月開催す
るほか、必要に応じ適宜開催する。

2）業務の迅速化と透明性を明確にすることを目的として、執行役員制度を採用する。
3）経営会議規定に定める事項については経営会議において定期的に審議する。
4）取締役会における決定及び経営会議における審議結果による業務執行については、
職務権限に係る規定に基づき、責任者並びにその職務の範囲及び責任権限を定め
る。

④当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制
1）ポラテクノ行動憲章・行動基準を制定し、取締役及び使用人に徹底する。
2）コンプライアンス委員会を設置する。
3）コンプライアンス委員会は、コンプライアンス行動計画を策定し実施する。
4）取締役及び使用人に対しコンプライアンス教育研修を実施し、コンプライアンスに
対する知識を高め、それを尊重する意識を高める。

5）内部監査室は、コンプライアンス委員会と連携し法令等の遵守状況を監査する。
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6）法令・社内規定上疑義のある行為について、使用人が直接情報提供を行う手段とし
てホットラインを設置し、運営する。

7）反社会的勢力に対して、組織全体として毅然とした態度で臨み、一切の関係を持た
ない。

8）法令・社内規定に違反する行為については就業規則に従って対応する。
⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
1）当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
各子会社は業務執行状況・財務状況等を定期的に報告する。

2）当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
各子会社においてリスク管理体制を構築し、それを維持する。

3）当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体
制
各子会社の事業運営につき、必要に応じ子会社との会議を企画し、意志の疎通を図
る。
各子会社が重要な経営判断をしようとする場合には、当社と協議する。

4）当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
各子会社で通報制度の整備、研修の実施等、当社に準じたコンプライアンス体制を
構築、運用する。

⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項
1）監査役は、監査業務に必要な事項を内部監査室もしくは管理本部総務部職員に依頼
することができる。

2）監査役より監査業務に必要な依頼を受けた職員は、その依頼に関して、取締役の指
揮命令を受けない。

⑦当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制
1）監査役は、経営会議などの重要な会議に出席し、意見を述べることができる。
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2）当社及び各子会社の取締役及び使用人は、当社及び各子会社に重大な損失を与える
事象が発生し又は発生する恐れがあるとき、取締役及び使用人が違法又は不正な行
為を発見したとき、その他監査役が報告すべきものと定めた事象が発生したとき
は、当社の監査役に報告する。

3）内部監査室は、監査の結果を監査役に報告する。
4）当社は、当社の監査役及び当社が定めた内部通報窓口へ報告を行った当社及び当社
子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱
いを行うことを禁止する。

⑧その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1）取締役及び使用人は、監査役から会社情報の提供を求められたときは遅滞無く提供
できるようにするなど、監査役監査の環境を整備するよう努める。

2）監査役は代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、併せて内部監査室との連携
を図る。

3）監査役は、監査の実施にあたり、必要に応じて会社の費用で法律・会計その他の専
門家を活用することができる。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況について
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、以下のとおり
であります。
①当社は、当事業年度において取締役会を12回開催し、経営の基本方針のほか、経営及
びコンプライアンスに関する重要事項の決定を行っております。更に、常勤取締役及び
各本部長で構成される経営会議を原則月２回開催し、詳細な業績報告と分析、業務執行
の具体的な内容について審議を行っております。

②監査役は、当事業年度において監査役会を13回開催するとともに、取締役会、経営会
議、その他の重要な会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害する決定
の有無について監査を行っております。また、監査役は、取締役・内部監査室、会計監
査人等との情報・意見交換を通じて連携を図り、内部統制システムの構築・運用状況等
について、効果的な監査を行っております。
③ポラテクノ行動憲章・行動基準を制定し、取締役・使用人が法令及び定款に則って行動
するよう徹底しております。また、コンプライアンス意識の徹底を図るべく定期的な研
修を実施しております。
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（3）株式会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主への利益還元を経営上の最重要課題と位置付けており、企業体質強
化及び将来の事業展開のための内部留保を充実しつつ、弾力的に利益配当を実施してまいり
ます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 28,759,146 流 動 負 債 3,565,807
現 金 及 び 預 金 17,959,229 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,866,077
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,747,233 未 払 金 840,024
有 価 証 券 1,173,933 未 払 法 人 税 等 84,829
商 品 及 び 製 品 1,832,785 賞 与 引 当 金 289,196
仕 掛 品 1,115,427 役 員 賞 与 引 当 金 53,492
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,258,484 そ の 他 432,185
そ の 他 678,759 固 定 負 債 557,454
貸 倒 引 当 金 △6,706 繰 延 税 金 負 債 382,993

固 定 資 産 12,182,134 退 職 給 付 に 係 る 負 債 164,128
有形固定資産 9,103,534 資 産 除 去 債 務 5,122
建 物 及 び 構 築 物 4,595,028 そ の 他 5,209
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,440,181 負 債 合 計 4,123,261
工 具、 器 具 及 び 備 品 335,953 （純資産の部）
土 地 890,396 株 主 資 本 36,168,182
建 設 仮 勘 定 841,974 資 本 金 3,095,125
無形固定資産 1,812,129 資 本 剰 余 金 2,804,640
の れ ん 617,423 利 益 剰 余 金 30,268,472
特 許 権 217,233 自 己 株 式 △54
商 標 権 603 その他の包括利益累計額 504,042
そ の 他 976,869 為 替 換 算 調 整 勘 定 660,669

投資その他の資産 1,266,469 退職給付に係る調整累計額 △156,627
投 資 有 価 証 券 1,043,781 非 支 配 株 主 持 分 145,794
出 資 金 72,000
繰 延 税 金 資 産 41,194
そ の 他 112,165
貸 倒 引 当 金 △2,671 純 資 産 合 計 36,818,019
資 産 合 計 40,941,280 負 債 純 資 産 合 計 40,941,280

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,903,068
売 上 原 価 12,633,125
売 上 総 利 益 8,269,943

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,984,685
営 業 利 益 2,285,258

営 業 外 収 益
受 取 利 息 60,331
為 替 差 益 106,701
そ の 他 22,324 189,357

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,300
そ の 他 2,810 4,111

経 常 利 益 2,470,504
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 8,340 8,340
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,462,163
法人税、住民税及 び 事 業 税 335,735
法 人 税 等 調 整 額 87,358 423,094
当 期 純 利 益 2,039,069
非支配株主に帰属する当期純利益 20,488
親会社株主に帰属する当期純利益 2,018,580

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2018 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,095,125 2,823,147 28,871,639 △54 34,789,857
連結会計年度中の変動額
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △18,507 △18,507
剰 余 金 の 配 当 △621,748 △621,748
親会社株主に帰属する当期純利益 2,018,580 2,018,580
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △18,507 1,396,832 － 1,378,325
2019 年 ３ 月 31 日 残 高 3,095,125 2,804,640 30,268,472 △54 36,168,182

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計為 替 換 算

調 整 勘 定
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2018 年 ４ 月 １ 日 残 高 474,156 △174,218 299,937 138,599 35,228,393
連結会計年度中の変動額
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △18,507
剰 余 金 の 配 当 △621,748
親会社株主に帰属する当期純利益 2,018,580
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) 186,513 17,590 204,104 7,195 211,300
連結会計年度中の変動額合計 186,513 17,590 204,104 7,195 1,589,625
2019 年 ３ 月 31 日 残 高 660,669 △156,627 504,042 145,794 36,818,019
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

〔継続企業の前提に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
1. 連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 デジマ テックB.V.

デジマ オプティカル フィルムズB.V.
無錫宝来光学科技有限公司
モクステック,Inc.
ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.
レイスペック Ltd．

　 連結の範囲から除外している子会社はありません。

2. 持分法の適用に関する事項
　 該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社であるデジマ テックB.V.、デジマ オプティカル フィルムズB.V.、無錫宝来光

学科技有限公司、モクステック,Inc.及びポラテクノ(香港)Co.,Ltd.の決算日は12月31日であり
ます。その他の連結子会社の決算日は連結会計年度と一致しております。
　なお、連結計算書類の作成に当たっては12月31日を決算日とする連結子会社は、連結決算
日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券及び投資有価証券
　ア. 満期保有目的の債券
　 償却原価法（利息法）
　イ. その他有価証券

　時価のないもの
　 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生じる債権及び債務
時価法

③ たな卸資産
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
　当社は定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。なお、在外子会社は定額法を採用しております。

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法を採用しております。また、技術関連
資産は経済的耐用年数（10年）に基づく定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額
を計上しております。

③ 役員賞与引当金
　当社は、役員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計年度
負担額を計上しております。
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（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為
替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

（5）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（５年～６年）で均
等償却しております。

（6）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。

② 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

〔表示方法の変更〕
連結貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30
年３月26日）を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕
有形固定資産の減価償却累計額 19,278,434千円

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
1. 当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数 41,450,000株

2. 新株予約権等に関する事項

会社名 内 訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首 増 加 減 少 当連結

会計年度末
当社 ― ― ― ― ― ― ―
子会社(注) ― ― ― ― ― ― ―

合 計 ― ― ― ― ―
（注） 連結子会社のモクステック,Inc.は、ストック・オプションを発行しておりますが、米国基準により会計

処理しているため、新株予約権の残高はありません。

3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会 普通株式 310,874 7.50 2018年３月31日 2018年６月25日

2018年11月６日
取締役会 普通株式 310,874 7.50 2018年９月30日 2018年12月３日

4. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるも
の
　2019年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の
とおり提案しております。

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2019年６月24日
定時株主総会 普通株式 310,874 利益剰余金 7.50 2019年３月31日 2019年６月25日
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〔金融商品に関する注記〕
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については預金或いは国債、地方債等の安全性の高い金融資産
で行い、また、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針としております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス
クに関しては、社内規定に従い、取引先の信用調査、取引先別の期日管理及び残高管理を行
うことによりリスク低減を図るとともに、回収遅延債権については、個別に把握及び対応を
行う体制としております。
　有価証券及び投資有価証券は、安全運用に係る国債、地方債或いはマネー・マネジメン
ト・ファンドであり、リスクの低いものに限定しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと
おりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 17,959,229 17,959,229 －

（2）受取手形及び売掛金 3,747,233 3,747,233 －

（3）有価証券及び投資有価証券

　① 満期保有目的の債券 1,229,287 1,250,594 21,306

② その他有価証券 988,427 988,427 －

資産計 23,924,177 23,945,484 21,306

（4）支払手形及び買掛金 1,866,077 1,866,077 －

負債計 1,866,077 1,866,077 －

（注）1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
（1）現金及び預金ならびに（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（3）有価証券及び投資有価証券
　① 満期保有目的の債券
　これらは米国の国債或いは地方債であり、満期保有を目的としております。時価は取引金融機関か
ら提示された価格によっております。

　② その他有価証券
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（4）支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

〔賃貸等不動産に関する注記〕
　該当事項はありません。
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〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 884円73銭
2. １株当たり当期純利益 48円69銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔その他の注記〕
　2017年12月26日に行われたレイスペック Ltd.との企業結合について前連結会計年度にお
いて暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。
　この暫定的な会計処理の確定に伴い、主として無形固定資産その他に778,212千円、繰延
税金負債に135,530千円が配分された結果、暫定的に算定されたのれんの金額は1,298,504
千円から637,482千円減少し661,022千円となっております。
　また、条件付取得対価の支払が確定したことにより、新たにのれんが140,460千円増加し
ております。当該事象による当連結会計年度におけるのれんの償却額は30,567千円、当連結
会計年度末におけるのれんの当該部分の未償却残高は114,775千円であります。
　これらの結果、当連結会計年度末におけるのれんの金額は370,675千円減少し614,080千
円となっております。
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貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 22,181,511 流 動 負 債 3,478,456
現 金 及 び 預 金 13,962,736 支 払 手 形 189,103
受 取 手 形 30,104 買 掛 金 1,985,878
売 掛 金 2,736,070 未 払 金 695,531
商 品 及 び 製 品 1,129,720 未 払 費 用 72,687
仕 掛 品 1,071,472 未 払 法 人 税 等 50,799
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,172,079 前 受 金 59,187
前 払 費 用 37,825 預 り 金 36,117
1 年 内 回 収 予 定 の
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 154,577 賞 与 引 当 金 210,130
未 収 消 費 税 等 404,833 役 員 賞 与 引 当 金 32,538
そ の 他 1,482,090 設 備 関 係 支 払 手 形 78,224

固 定 資 産 10,431,243 そ の 他 68,259
有形固定資産 4,298,813 固 定 負 債 12,018
建 物 2,693,496 退 職 給 付 引 当 金 6,895
構 築 物 165,919 資 産 除 去 債 務 5,122
機 械 及 び 装 置 460,858 負 債 合 計 3,490,475
車 両 運 搬 具 7,220 （純資産の部）
工 具、 器 具 及 び 備 品 265,743 株 主 資 本 29,122,279
土 地 570,276 資 本 金 3,095,125
建 設 仮 勘 定 135,298 資本剰余金 2,761,941
無形固定資産 119,711 資 本 準 備 金 2,761,941
商 標 権 603 利益剰余金 23,265,267
ソ フ ト ウ エ ア 49,201 利 益 準 備 金 168,116
そ の 他 69,906 そ の 他 利 益 剰 余 金 23,097,151
投資その他の資産 6,012,718 圧 縮 記 帳 積 立 金 15,288
関 係 会 社 株 式 5,001,512 別 途 積 立 金 21,200,000
出 資 金 72,000 繰 越 利 益 剰 余 金 1,881,863
関 係 会 社 出 資 金 525,500 自 己 株 式 △54
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 62,280
長 期 前 払 費 用 25,426
前 払 年 金 費 用 63,874
繰 延 税 金 資 産 180,700
そ の 他 84,094
貸 倒 引 当 金 △2,671 純 資 産 合 計 29,122,279
資 産 合 計 32,612,754 負 債 純 資 産 合 計 32,612,754

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 15,498,846
売 上 原 価 11,655,798
売 上 総 利 益 3,843,048

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,047,147
営 業 利 益 795,901

営 業 外 収 益
受 取 利 息 28,944
受 取 配 当 金 899,349
為 替 差 益 91,505
そ の 他 15,412 1,035,212

営 業 外 費 用
支 払 利 息 237
そ の 他 2,627 2,865

経 常 利 益 1,828,248
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 7,440 7,440
税 引 前 当 期 純 利 益 1,820,807
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 262,002
法 人 税 等 調 整 額 3,135 265,138
当 期 純 利 益 1,555,669

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018
2019

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計 利 益 準 備 金
2018 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,095,125 2,761,941 2,761,941 168,116
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　
圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　
別 途 積 立 金 の 積 立 　 　 　 　
当 期 純 利 益 　 　 　 　
事業年度中の変動額合計 － － － －
2019 年 ３ 月 31 日 残 高 3,095,125 2,761,941 2,761,941 168,116

株 主 資 本

純資産
合 計

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2018 年 ４ 月 １ 日 残 高 16,606 19,700,000 2,446,624 22,331,346 △54 28,188,358 28,188,358
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △621,748 △621,748 △621,748 △621,748
圧縮記帳積立金の取崩 △1,318 － 1,318 － － －
別 途 積 立 金 の 積 立 1,500,000 △1,500,000 － － －
当 期 純 利 益 1,555,669 1,555,669 1,555,669 1,555,669
事業年度中の変動額合計 △1,318 1,500,000 △564,761 933,920 933,920 933,920
2019 年 ３ 月 31 日 残 高 15,288 21,200,000 1,881,863 23,265,267 △54 29,122,279 29,122,279

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

〔継続企業の前提に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

（2）デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
時価法

（3）たな卸資産
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見
合う分を計上しております。
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（3）役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合
う分を計上しております。

（4）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により費用処理しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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〔表示方法の変更〕
貸借対照表
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に
伴う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年
３月26日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰
延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

〔貸借対照表に関する注記〕
1. 有形固定資産の減価償却累計額 11,420,821千円

2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとお
りであります。
関係会社に対する短期金銭債権 1,633,565千円
関係会社に対する長期金銭債権 62,280千円
関係会社に対する短期金銭債務 922,450千円

〔損益計算書に関する注記〕
1. 関係会社に対する売上高 35,915千円
2. 関係会社からの仕入高 9,404,945千円
3. 関係会社とのその他の営業取引高 5,071,382千円
4. 関係会社との営業取引以外の取引高 915,891千円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 115 － － 115
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〔税効果会計に関する注記〕
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
たな卸資産評価損 71,238千円
賞与引当金 64,005千円
関係会社株式評価損 19,306千円
未払事業税 9,449千円
繰延収益 21,234千円
貸倒引当金 813千円
その他 16,455千円
小計 202,502千円
評価性引当額 －千円
繰延税金資産合計 202,502千円

繰延税金負債
退職給付引当金（前払年金費用） 14,309千円
その他 7,492千円
繰延税金負債合計 21,802千円

繰延税金資産（負債）の純額 180,700千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
1. 子会社及び関連会社等

種類 会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 デジマ テック
B.V. 100.00 資金の貸付

役員の兼任
貸付金の回収 121,433 関係会社

長期貸付金 180,612

貸付金の利息 1,137 　 ― ―

子会社 モ ク ス テ ッ
ク,Inc. 100.00 原材料の仕入

役員の兼任 原材料の仕入 2,819,933 買掛金 228,089

子会社 無錫宝来光学科
技有限公司 100.00

商品の仕入
原材料の支給
役員の兼任

商品の仕入 5,345,544 買掛金 368,039

原材料の支給 4,255,417 未収金 482,643

子会社 ポラテクノ（香
港）Co.,Ltd. 100.00 販売手数料の支払

役員の兼任 販売手数料の支払 342,779 未払金 24,696

子会社 レイスペック
Ltd. 100.00 資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付 96,713 関係会社
短期貸付金 36,245

貸付金の回収 56,653 ― ―

貸付金の利息 1,386 ― ―

（注）1. 輸出入取引のため、取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）仕入及び販売価格等につきましては、市場価格を勘案して適宜価格交渉の上、決定しております。
（2）貸付金の金利につきましては、６ヶ月LIBORにスプレッドを加えた率にて算出しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
1. １株当たり純資産額 702円59銭
2. １株当たり当期純利益 37円53銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
　該当事項はありません。

〔その他の注記〕
　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2019年５月21日
株式会社 ポラテクノ
　取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 島 智㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 田 裕 一㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ポラテクノの2018年４月１日から
2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社ポラテクノ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2019年５月21日
株式会社 ポラテクノ
　取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 島 智㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 野 田 裕 一㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ポラテクノの2018年４月１日か
ら2019年３月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第28期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体
制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指
摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 2019年５月22日

株式会社ポラテクノ 監査役会
常 勤 監 査 役 弘 津 克 巳 ㊞
社 外 監 査 役 長 田 啓 子 ㊞
監 査 役 井 上 佳 美 ㊞
社 外 監 査 役 太 田 耕 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
1. 期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題として位置付け、内部留保を
充実しつつ、業績に応じた弾力的な利益配当を実施していくことを基本方針としておりま
す。
　当期の期末配当につきましては、当期の収益状況等を勘案し、１株につき7.5円とさせ
ていただきたいと存じます。
　これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金7.5円を含め、１株に
つき15.0円となります。
（1）配当財産の種類

金銭
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金7.5円 総額310,874,138円
（3）剰余金の配当が効力を生ずる日

　 2019年６月25日
2. 剰余金の処分に関する事項
　内部留保につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開のため、
以下のとおりとさせていただきたいと存じます。
（1）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 900,000,000円
（2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 900,000,000円
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第２号議案 取締役７名選任の件
　本株主総会終結の時をもって取締役５名が任期満了となりますので、経営体制の一層の強
化を図るため取締役２名を増員し、取締役７名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

（重任）
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

１
さき たま かつ ひこ
﨑 玉 克 彦

（1957年９月17日生）

1981年４月 日本化薬㈱入社

10,700株 なし

2006年２月 台湾日化股份有限公司董事
2006年８月 日本化薬㈱機能化学品事業本部企画室長
2007年６月 当社監査役
2010年６月 当社管理本部総務部長

当社取締役執行役員
2011年６月 モクステック,Inc.取締役（現任）

当社開発本部長
2013年６月 当社取締役常務執行役員

当社経営統括室長
2014年６月 当社管理本部長
2015年６月 デジマ テックB.V.監督委員
2016年６月 当社営業本部長

ポラテクノ（香港）Co.,Ltd.董事（現任）
2018年６月 当社代表取締役社長（現任）

当社最高経営責任者（CEO)（現任）
無錫宝来光学科技有限公司董事長（現任）
レイスペックLtd.取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

２
しら すな なお すけ
白 砂 直 典

（1956年８月27日生）

1979年４月 日本化薬㈱入社

1,600株 なし

1997年６月 当社監査役
2004年８月 日本化薬㈱機能化学品事業本部企画室企画

担当主管
2007年３月 当社営業本部管理部統括
2007年７月 当社営業管理部統括
2008年６月 当社営業本部営業管理部統括
2010年１月 ポラテクノ（香港）Co.,Ltd.董事兼総経理
2012年６月 当社物流本部生産管理部長

当社物流本部資材部長
2013年６月 当社取締役執行役員

当社物流本部長
2016年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

当社管理本部長（現任）
デジマ テックB.V.監督委員（現任）

2017年５月 当社品質保証部長
2018年６月 当社管理本部総務部長

３
わた なべ こう いち
渡 邊 耕 一

（1959年６月27日生）

1982年３月 ㈱有沢製作所入社

800株 なし

2005年４月 当社生産本部第一技術部グループリーダー
2007年１月 当社生産本部第一技術部統括補佐
2007年６月 当社第一技術部統括
2009年４月 当社開発本部第三開発部統括
2009年10月 当社開発本部第二開発部統括
2010年６月 当社開発本部第二開発部長
2012年９月 当社開発本部品質保証部長

当社品質保証部品質保証担当主管
2013年６月 当社執行役員（現任）

当社生産本部長
当社生産本部製造部長

2013年11月 当社生産本部施設部長
2014年６月 当社取締役（現任）
2014年７月 無錫宝来光学科技有限公司董事
2017年６月 当社生産技術本部長（現任）

当社生産技術本部品質保証部長（現任）
2018年６月 モクステック,Inc.取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

４
しぶ や とも お
渋 谷 朋 夫

（1957年12月15日生）

1980年４月 日本化薬㈱入社

700株 なし

2004年９月 台湾日化股份有限公司董事
2005年９月 日本化薬㈱経営戦略本部広報IR部長
2006年２月 同社経営戦略本部経営企画部長
2006年３月 当社監査役
2007年９月 ライフスパークInc.取締役副社長
2010年４月 同社取締役相談役
2010年６月 同社取締役

日本化薬㈱経営戦略本部経営企画部長
当社補欠監査役

2012年６月 当社取締役（現任）
2013年６月 日本化薬㈱執行役員
2017年６月 同社取締役常務執行役員（現任）

同社経営戦略本部長
同社研究開発本部長
同社アグロ事業担当

2018年６月 同社グループ経理本部長兼経理部長（現
任）
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（新任）
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

５
ささ がわ ひとし
笹 川 等

（1958年７月５日生）

1981年７月 ㈱有沢製作所入社

1,500株 なし

2006年７月 当社生産本部第一製造部統括付品質担当グ
ループリーダー

2007年１月 当社生産本部第一製造部第二グループリー
ダー

2010年６月 当社生産本部製造部製造一課長
2011年４月 当社生産本部製造部長
2013年６月 当社執行役員（現任）
2014年６月 当社物流本部資材部長
2016年６月 当社物流本部長（現任）

６
ゆ や ひで ゆき
湯 屋 秀 之

（1965年10月３日生）

2004年５月 日本化薬㈱入社

200株 なし

2004年６月 同社化学品事業本部色材事業部営業二部長
2009年３月 同社機能化学品事業本部電子情報材料事業

部営業２部長
2010年４月 同社機能化学品事業本部電子情報材料事業

部営業統括兼営業２部長
2013年４月 同社機能化学品事業本部機能性材料事業部

営業２部長
2014年６月 同社機能化学品事業本部触媒事業部営業部

長兼業務部長
2016年４月 同社機能化学品事業本部触媒事業部営業部

長兼研究開発本部機能化学品研究所触媒グ
ループ長

2016年６月 同社機能化学品事業本部触媒事業部営業部
長兼機能化学品研究所触媒グループ長

2017年７月 同社機能化学品事業本部触媒事業部営業部
長兼業務部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

７
よし はら よし ひろ
葭 原 義 弘

（1958年４月５日生）

1981年３月 ㈱有沢製作所入社

0株
あり
注記１
参照

2008年１月 同社３D技術部統括
2013年６月 同社執行役員ディスプレイ材料3D材料担

当
2014年５月 カラーリンク・ジャパン㈱取締役（現任）
2016年６月 ㈱有沢製作所執行役員電絶複合材料事業本

部副本部長
2018年６月 同社上席執行役員電絶複合材料事業本部副

本部長（現任）
（注）1. 取締役候補者葭原義弘氏は㈱有沢製作所の上席執行役員を兼務しており、当社は同社との間に製品

販売、委託加工及び原材料仕入の取引があります。
2. 取締役候補者葭原義弘氏は、社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
葭原義弘氏につきましては、長年に渡り㈱有沢製作所に勤務して培われた専門的な知識・経験等を、
取締役に就任された場合に当社の経営にいかしていただくため、社外取締役として選任をお願いす
るものであります。

4. 当社は渋谷朋夫氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、
渋谷朋夫氏が再任された場合には、当該契約を継続する予定であります。

　 また、湯屋秀之氏および葭原義弘氏の選任が承認された場合、湯屋秀之氏および葭原義弘氏との間
で、当該契約を締結する予定であります。

　 （責任限定契約の内容）
　 非業務執行取締役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その職務を行うに
つき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める額を限度として損害
賠償責任を負う。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　本株主総会終結の時をもって監査役井上佳美氏が辞任されますため、監査役１名の選任を
お願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
（新任）

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況

所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

よこ た こう いち
横 田 晃 一

（1970年３月３日生）

1996年11月 税理士登録

0株 なし2003年11月 関東信越税理士会高田支部理事
2004年１月 横田会計事務所所長（現任）
2019年４月 関東信越税理士会高田支部長（現任）

（注）1. 監査役候補者横田晃一氏は、社外監査役候補者であります。
2. 社外監査役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。
横田晃一氏につきましては、税理士として培われた専門的な知識・経験等を、監査役に就任された
場合に当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。

3. 横田晃一氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
4. 当社は横田晃一氏の選任が承認された場合、横田晃一氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結する予定であります。

　 （責任限定契約の内容）
　 監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その職務を行うにつき善意で
かつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める額を限度として損害賠償責任を
負う。

以 上
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高田支店
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高田駅
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北陸
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上信越
自動車道

上越妙高駅

北
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自
動
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交通のご案内
○電車の場合
　北陸新幹線上越妙高駅下車
　えちごトキめき鉄道乗換
　高田駅下車　徒歩３分

○お車の場合
　北陸自動車道上越高田インターより　15分

Ｎ

Ｓ

アートホテル上越

株主総会会場ご案内図
会場 新潟県上越市本町五丁目１番11号

アートホテル上越
電話（025）524－0100

※本招集ご通知の表紙デザインは、当社がえちごトキめき鉄道のラッピング・トレイン（現在運行中）のデザイ
ンとして採用したものを一部修正のうえ使用しております。

宝印刷株式会社 2019年05月31日 18時47分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）


